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◆総代の数および選出方法について

総代の数
　当社定款の規定により、総代の定数は180名、任期は4年（重任
限度2期8年）となっています。
　総代の定数については、総代会において社員の意思が適切に反映
され、かつ総代会が十分な審議を行ったうえで決議を行う意思決定
機関として機能するといった観点から、適正な数と考えています。

総代の選出方法
　総代の選出方法には、社員の選挙による方法と総代候補者選考委
員会＊1が推薦した候補者に対して全社員による信任投票を行うこと
によって選出する方法があります。
　当社では、全国の多数の社員の中から偏りのない適切な総代選出
を行うという点や実効性のある選出手段という点などから、いずれの
方法が適当かということを勘案したうえで、信任投票制度を採ってい
ます。
　総代の選出は、2年ごとに定数の半数について行います。

　総代候補者選考委員会では、総代会に社員各層の意思が適正にか
つ幅広く反映されるよう、「総代候補者選考基準」を制定しており、改
選の都度、この選考基準に従い、定数の割当てと職業別・年齢別・性
別の構成比率等の選考方針を定めたうえで、これに沿った具体的候
補者の選考を行います。＊2

　総代候補者選考委員会は、総代候補者を選考した後、当社のホー
ムページにおいて推薦に関する公告を行います。その後、社員の皆
さまに就任の可否を伺う信任投票を実施します。
　不信任の投票数が全社員の10分の1 に満たない場合、候補者は
総代として信任されます。
＊1 総代候補者選考委員会…総代会において社員の中から選任された10名

以内の委員で構成されます。なお、総代選出過程における公正の確保、お
よび総代候補者選考委員会の独立性確保の観点から、総代候補者選考委
員会の事務局長については、社外人材を任用することとしています。

＊2 総代候補者選考委員会の決定により、2025年の総代改選については、総
代候補者に関する自薦を公募し、総代候補者選考委員会が推薦する候補者
の一部を当該自薦者から選定することとなっております。

総代候補者選考基準

1.総代候補者の
　資格基準

a.当会社の社員である人 c.他の生命保険会社の総代に就任していない人
b.総代としての重任期間が2期を超えない人 d.当会社の現職役員または従業員でない人

2.総代候補者に
　求められる要件

a.生命保険事業に認識と関心を有し、総代たるにふさわしい見識を有する人
b.総代会への出席等、総代としての十分な活動が可能である人
c.当会社社員全体の利益の増進を図る観点から、総代会等の場で公正な判断を行うことが可能である人
d.以下の観点から当会社の事業や経営をチェックし、有意義な提言等を行うことが可能である人
　（1）保険契約者の観点から提言等を行うことが可能である人
　（2）専門的な観点から提言等を行うことが可能である人
　（3）会社経営（マネジメント）の観点から提言等を行うことが可能である人

3.総代の地域別
　定数割当基準

総代の地域別定数は、社員の地域別割合に比例するように定め、かつ地域別割合に基づいて算出した定数が1に満
たない場合はこれを1とする。ただし、定数の一部については地域および社員数に関係なく定めることができる。

4.総代の構成基準 多様性とそのバランスに配慮し、幅広い層から選出を行う。

都道府県 氏 名 職 業
北海道 天内　健吾 株式会社天内工務店 代表取締役社長

同 井上　雄樹 弁護士
同 鎌田真梨子 主婦
同 喜多美千代 日本郵便株式会社 勤務
同 栗山佐也香 社会福祉法人ろく舎 理事長
同 佐藤　泰範 株式会社北海道銀行 執行役員
同 佐野　敏之 株式会社佐野自動車工業 代表取締役社長
同 東野有希子 株式会社ホクレン商事 勤務
同 若狹　牧子 株式会社オールフォー 代表取締役

青森県 坂本　朋子 興陽電設株式会社 代表取締役社長
同 立崎　文江 一般社団法人日々木の森 代表理事

岩手県 柴田　千春 第一商事株式会社 代表取締役社長
同 菅原　和宏 株式会社岩手銀行 取締役常務執行役員

宮城県 菊地　綾乃 株式会社あいあーる 相談役
同 小林　　寛 株式会社七十七銀行 代表取締役副頭取

秋田県 奥　真由美 一般社団法人セイルオン・ジャパン 代表理事
山形県 髙橋　　修 ネッツトヨタ山形株式会社 代表取締役社長
福島県 遠藤　勝利 株式会社東邦銀行 専務取締役（代表取締役）
茨城県 岡田　幸彦 筑波大学システム情報系社会工学域 教授

同 勢子　映美 主婦
同 中庭　芳子 主婦
同 森田　慶一 社会福祉士

栃木県 梶原　義之 株式会社ポラリス 勤務
同 郡司　成江 総美有限会社 代表取締役社長
同 清水　和幸 株式会社足利銀行 代表取締役頭取

群馬県 相川　　愛 株式会社アイ・ティ・エス 常務取締役
同 住吉麻由子 株式会社グランティーナ 代表取締役社長
同 富岡　智子 有限会社富岡建材 勤務
同 堀江　信之 株式会社群馬銀行 相談役

埼玉県 粟井　智生 地方公務員
同 大熊　香織 カイロプラクティック＆ビューティーサロンＯＨＡＮＡ川越店 経営
同 大友　　謙 株式会社武蔵野銀行 専務取締役
同 川岸　寿里 ジーイーエム株式会社 取締役
同 寺田　俊行 日本税理士協同組合連合会 勤務
同 米田　信江 ヘアーサロンekka 経営

千葉県 東　　敏広 セブンイレブン君津中富店 オーナー

都道府県 氏 名 職 業
千葉県 稲村　幸仁 ちばぎん証券株式会社 取締役会長

同 戎井　昌彦 住友大阪セメント株式会社 勤務
同 木南　美穂 株式会社共立工機 専務取締役
同 髙島　　誠 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 取締役会長
同 武居　秀治 株式会社キッツ 執行役
同 田中　章浩 株式会社日立製作所 勤務
同 森川　智子 スターツアメニティー株式会社 勤務

東京都 青柳　英子 東京ビジネスサービス株式会社 勤務
同 石川　隆道 ＦＰＬ証券株式会社 勤務
同 上野　　善 上野マリタイム・ジャパン株式会社 代表取締役社長
同 江幡　吉昭 株式会社アレース・ファミリーオフィス 代表取締役
同 神尾　美穂 日本工営健康保険組合 勤務
同 小泉　博和 株式会社平沢商会 取締役
同 琴浦　　諒 弁護士
同 佐藤　亜紀 主婦
同 高橋　建太 株式会社カウシェ 勤務
同 田中　美樹 ティーコム株式会社 代表取締役社長
同 寺田　由理 株式会社竹中工務店 勤務
同 仲井間華奈 看護師
同 新野　　隆 日本電気株式会社 取締役会長
同 野澤　康隆 株式会社浜銀総合研究所 代表取締役会長
同 旗生　泰一 富士フイルムビジネスイノベーションジャパン株式会社 取締役社長
同 浜本健太郎 アサヒグループホールディングス株式会社 勤務
同 原田　直幸 原田会計士事務所 代表
同 平原　　興 弁護士
同 町田　公志 元ＳＧホールディングス株式会社 取締役
同 南　　章行 株式会社クレストスキルパートナーズ 代表取締役
同 宮﨑　裕士 弁護士
同 村田　陽子 ＧＥヘルスケア・ジャパン株式会社 勤務

神奈川県 秋山　栄二 鎌倉エフエム放送株式会社 取締役副社長
同 伊藤　彰一 株式会社和キャピタル 専務取締役
同 今田　美子 株式会社Balance 代表取締役
同 大谷　未菜 株式会社ＮＴＴファシリティーズ 勤務
同 川本　敏之 川本工業株式会社 専務取締役
同 佐伯　友道 株式会社アイネット 代表取締役兼社長執行役員
同 津田　博之 アマノ株式会社 代表取締役会長

◆総代 〈都道府県別五十音順、敬称略　2025年7月2日現在〉

　なお、2025年総代会において定款等一部変更が決議され、総代候補者の一部について立候補制を導入しております。2027年の総代改
選以降、次の内容にて実施します。
　・総代の定数180名のうち、最大20名を立候補制により選出します。
　・総代候補者選考委員会が定める「総代候補者立候補要領」に則り、総代候補者を公募予定です。
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同 今田　美子 株式会社Balance 代表取締役
同 大谷　未菜 株式会社ＮＴＴファシリティーズ 勤務
同 川本　敏之 川本工業株式会社 専務取締役
同 佐伯　友道 株式会社アイネット 代表取締役兼社長執行役員
同 津田　博之 アマノ株式会社 代表取締役会長

◆総代 〈都道府県別五十音順、敬称略　2025年7月2日現在〉

　なお、2025年総代会において定款等一部変更が決議され、総代候補者の一部について立候補制を導入しております。2027年の総代改
選以降、次の内容にて実施します。
　・総代の定数180名のうち、最大20名を立候補制により選出します。
　・総代候補者選考委員会が定める「総代候補者立候補要領」に則り、総代候補者を公募予定です。
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◆審議員  〈五十音順、敬称略 2025年7月2日現在〉
石川　千晶 公認会計士
市川　　晃 住友林業株式会社 代表取締役会長
江川　昌史 アクセンチュア株式会社 代表取締役社長
金倉　　讓 一般財団法人住友病院 院長
金髙　雅仁 元警察庁長官
國部　　毅 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 特別顧問

菰田　正信 三井不動産株式会社 代表取締役会長
玉木林太郎 公益財団法人国際金融情報センター 理事長
土居　丈朗 慶應義塾大学経済学部 教授
名和　高司 京都先端科学大学教授 兼 一橋大学ビジネススクール客員教授
前野 マドカ EVOL株式会社 代表取締役CEO

青木　博昭 弁理士
市川　　聡 デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社 代表取締役社長
大宮　克己 高周波熱錬株式会社 代表取締役社長執行役員
大森　　剛 弁護士
越智　砂織 四天王寺大学経営学部経営学科 教授・企業経営専攻長

髙山　完圭 司法書士
出村　智陽 有限会社長谷川農産 勤務
德本　　穰 九州大学大学院法学研究院 教授・法学研究院長
山川　悦子 トランスコスモス株式会社 勤務
横山　亜衣 株式会社スマイルプロデュース 代表取締役

◆総代候補者選考委員 〈五十音順、敬称略 2025年7月2日現在〉 

都道府県 氏 名 職 業
神奈川県 中村　行宏 株式会社テレビ神奈川 特別顧問

同 野上　麻子 医師
同 山田　晶希 川崎協同病院 勤務

新潟県 髙橋　　幸 株式会社長生園 代表取締役
同 高橋　　信 株式会社第四北越銀行 専務取締役
同 松田　章奈 株式会社きものブレイン 専務取締役

富山県 浦崎　　滋 株式会社北陸銀行 取締役常務執行役員
同 大野　千晶 有限会社大野クレーン興業 取締役

石川県 山﨑　　勝 株式会社北國銀行 常務執行役員
福井県 山内真由美 株式会社山内工業 取締役
山梨県 長澤　泰史 株式会社早野組 執行役員
長野県 熊谷　麻紀 主婦

同 堤　由紀子 株式会社グレート長野 取締役
岐阜県 伊藤　康子 ブレインシール株式会社 代表取締役社長

同 亀山　智睦 行政書士
静岡県 伊藤　公保 静岡県楽器製造協会 顧問

同 遠藤奈穂子 富士コミュニティエフエム放送株式会社 勤務
同 鈴木　良枝 主婦
同 町田　直弥 株式会社ノーベル 代表取締役

愛知県 井内　哲也 年金生活者
同 奥岡　克仁 ＣＫＤ株式会社 代表取締役社長 ＣＥＯ
同 加藤　英典 株式会社三省工房 取締役
同 佐藤　聡哲 ソフトバンク株式会社 勤務
同 塩谷　豊久 鹿島建設株式会社 勤務
同 田口　千代 株式会社三龍社 専務取締役
同 森田　剛司 株式会社トウチュウ 代表取締役社長
同 渡部由美子 リ・ライフ株式会社 代表取締役

三重県 岸邊　　均 元株式会社オリバー 常務取締役
同 東海　　悟 株式会社三十三カード 代表取締役社長

滋賀県 魚住かおり 有限会社佐水板金工業 役員
同 丹波　卯子 株式会社うさぎメディケア 代表取締役
同 藤川　康二 株式会社ＮＴＳ 勤務

京都府 小原紗矢香 株式会社レオパレス２１ 勤務
同 中川　雅美 株式会社キューベル 勤務
同 松本　知香 主婦

大阪府 板倉　広起 丸大食品株式会社 勤務
同 上田　麗子 株式会社城南開発興業 取締役
同 香曽我部武 大和ハウス工業株式会社 代表取締役副社長 ＣＦＯ
同 小竹　歩弓 株式会社ジェイテクトプレシジョンベアリング 勤務
同 園田　悦子 株式会社ＡＳＡＧＩ 代表取締役
同 竹中佐江子 株式会社竹中製作所 代表取締役社長
同 竹野　英祥 ダイゴー株式会社 代表取締役社長
同 田崎　一人 株式会社交野運送 代表取締役
同 辻　　智久 一冨士フードサービス株式会社 常務取締役
同 冨田　陽子 弁護士
同 中村　恭将 MS&ADインターリスク総研株式会社 勤務
同 錦野　裕宗 弁護士
同 西村真喜子 株式会社住友倉庫 勤務
同 橋爪　秋子 くちば物産株式会社 代表取締役社長
同 橋本　貞子 主婦
同 濵中　陽子 株式会社ハマキャスト 代表取締役
同 前田　智子 株式会社美装 代表取締役社長
同 南　　篤子 株式会社和泉食品 取締役
同 山口　隆司 大阪公立大学大学院工学研究科 教授

都道府県 氏 名 職 業
大阪府 山﨑　宏信 レンゴー株式会社 常務執行役員（上席）

同 和田　祐一 日本ペイント・インダストリアルコーティングス株式会社 取締役常務執行役員
兵庫県 江尻　　祐 三井倉庫株式会社 勤務

同 鍛治　竜也 キヤノンマーケティングジャパン株式会社 勤務
同 澤田　拓子 塩野義製薬株式会社 副会長
同 澤田　洋明 サワダ精密株式会社 代表取締役社長
同 地主　　滋 住友電気工業株式会社 勤務
同 髙橋　孝一 ダイキン工業株式会社 取締役兼副社長執行役員
同 田島　　乾 株式会社服部 代表取締役社長
同 津賀　一宏 パナソニック ホールディングス株式会社 取締役会長
同 堀井　安理 株式会社ドコモビジネスソリューションズ 勤務
同 前田　直子 株式会社ラングェジ・リソーシズ 勤務

奈良県 石田　　諭 株式会社南都銀行 取締役頭取
同 田坂　隆之 大阪瓦斯株式会社 代表取締役 副社長執行役員
同 芳野　彰夫 近鉄ファシリティーズ株式会社 代表取締役社長

和歌山県 平根　愉美 有限会社プラスケア 勤務
同 御前　貴久 株式会社シュテルン和歌山 取締役

鳥取県 山下　弥生 株式会社ＦＭ鳥取 取締役
島根県 山口いずみ 株式会社彩雲堂 監査役
岡山県 大野佐智恵 有限会社共和熱研 取締役

同 皆木真由美 株式会社クロス 監査役
広島県 奥本　則子 株式会社オクモト 取締役

同 菅坂　典子 税理士
同 谷本しのぶ 主婦
同 楢原　勇作 株式会社アルカンシエル 代表取締役
同 廣江　裕治 株式会社広島銀行 取締役専務執行役員
同 諸岡　加奈 TOPPANエッジ株式会社 勤務

山口県 野村　房代 ＣＯＳＭＥ ＣＨＡＲＭ 経営
徳島県 松﨑美穗子 特定非営利活動法人子育て支援ネットワークとくしま 理事長

同 吉本　　智 税理士
香川県 田中　　理 ケアドゥ株式会社 代表取締役

同 藤田　徳子 株式会社フェアリー・テイル 代表取締役
愛媛県 大下　宗亮 愛媛大学医学部附属病院 医療安全管理部助教

同 岡村　美鈴 株式会社タイキハウジング 代表取締役
同 西川　義教 株式会社愛媛銀行 頭取（代表取締役）

高知県 上田　由美 株式会社レボテック・クリーン 取締役
福岡県 井口　彩華 岡三証券株式会社 勤務

同 猪口　　淳 株式会社ツルク 代表取締役
同 上村　　徹 株式会社熊本銀行 取締役専務執行役員
同 小原　尚利 医療法人清陵会南ヶ丘病院 院長
同 中村美樹夫 株式会社北洋建設 取締役常務
同 平岡　道代 有限会社平岡モータース 勤務
同 松本　美枝 株式会社イノウエ設備 勤務

佐賀県 原田　　烈 株式会社バイオテックス 代表取締役
長崎県 渡海由貴子 医師
熊本県 塚田　利郎 株式会社風雅 代表取締役社長

同 中村　光宏 株式会社肥後ポリエチレン 代表取締役
大分県 織田　晃子 株式会社九州システム商会 代表取締役

同 河村　裕次 日本文理大学経営経済学部経営経済学科 准教授
宮崎県 谷口　恭子 株式会社ハウザーライフ 取締役

鹿児島県 辻　　み咲 株式会社勇晃建設 取締役
沖縄県 山城　正保 株式会社沖縄銀行 代表取締役頭取

同 湧川　直明 沖縄ガス株式会社 代表取締役社長
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◆社員の構成 （2025年3月31日現在）

◆審議員の構成 （2025年7月2日現在）

① 年齢別構成
年 齢 構成比率

    〜29（歳） 4.6（%）
30〜39    9.8
40〜49  15.3
50〜59  23.5
60〜69  20.0
70〜  26.8

② 地域別構成
地 域 構成比率
北海道 3.0（%）
東　北 7.6
関　東  29.2
中　部  17.2
近　畿  21.6
中　国 6.3
四　国 4.3
九　州  10.7

③ 保険種類別構成（契約件数）
保険種類 構成比率

個
人
保
険

死亡保険

終身保険 16.9（%）
定期付終身保険 9.5
利率変動型積立終身保険 22.3
定期保険 0.5
その他 16.9

生死混合
保険

養老保険 1.0
定期付養老保険 0.1
生存給付金付定期保険 1.0
その他 1.6

生存保険 0.0
個人年金保険 30.1

（注）剰余金の分配（社員配当金）のない保険契約を除いております。

※�社員の職業別構成及び社員資格取得時期別構成に�
関するデータは保有していません。

◆総代の構成 （2025年4月1日現在）

① 年齢別構成
年 齢 構成比率

    〜29（歳） 1.1（%）
30〜39 5.6
40〜49  27.9
50〜59  40.2
60〜69  21.8
70〜 3.4

年齢別構成
年 齢 人 数 

    〜59（歳） 3（名）
60〜69 2
70〜 6
合　計 11（名）

② 地域別構成
地 域 構成比率
北海道 5.0（%）
東　北 5.0
関　東  31.8
中　部  13.4
近　畿  24.6
中　国 6.1
四　国 4.5
九　州 9.5

⑤ 社員資格取得時期別構成
社員資格取得時期 構成比率

        　　〜2004年度 29.6（%）
2005年度〜2009年度  12.3
2010年度〜2014年度  17.9
2015年度〜2019年度  29.1
2020年度〜        　　  11.2

③ 保険種類別構成（契約件数）
保険種類 構成比率

個
人
保
険

死亡保険

終身保険 10.6（%）
定期付終身保険 1.9
利率変動型積立終身保険  22.0
定期保険 0.0
その他  27.3

生死混合
保険

養老保険 0.8
定期付養老保険 0.0
生存給付金付定期保険 1.9
その他 2.7

生存保険 0.0
個人年金保険  32.9

（注）剰余金の分配（社員配当金）のない保険契約を除いております。

④ 職業別構成
職 業 人  数 構成比率

会社員 39（名） 21.8（%）
主婦 8 4.5
大学教授 4 2.2
言論界・ジャーナリスト 0 0.0
弁護士・医師 9 5.0
自営業者 64 35.8
会社役員 38 21.2
その他 17 9.5

（注1）�職業別の構成比率は金融庁あて報告基準に基づいて算出しており
ます。

（注2）�2025年7月2日現在の内容です。




